
総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

国庫補助額
（円）

一般財源
（円）

1

一宮町低所得世帯支援金給
付事業【電力・ガス・食料
品等価格高騰重点支援給付
金】【低所得者世帯給付
金】

福祉健康課
コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰の負担感が
大きい低所得世帯の負担軽減を図る。

コロナ禍における物価高騰の負担感が
大きい低所得世帯の負担軽減の一助と
なった。

低所得世帯支援金給付事業に係る給付費
給付金　　1,308世帯×30,000円＝39,240,000円 39,240,000 39,210,000 0 30,000

2
一宮町低所得世帯支援金給
付事業（事務費）

福祉健康課
コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰の負担感が
大きい低所得世帯の負担軽減を図るにあたって必要な事務経費。

コロナ禍における物価高騰の負担感が
大きい低所得世帯の負担軽減を図るた
めの給付金を迅速かつ適切に支給する
ことに繋がった。

低所得世帯支援金給付事業に係る事務費
職員手当等（時間外勤務手当）　　339,747円
報償費（作業品報償）　　　　 　　60,389円
需用費（消耗品費、印刷製本費）　318,098円
役務費（通信運搬費、手数料）　　497,445円
委託料（給付金事務支援委託料）　878,350円

2,094,029 2,094,000 0 29

3
保育施設給食費等補助金給
付事業

子育て支援課

コロナ禍における物価高騰対応事業として、原材料・物価高騰等
の影響を踏まえ私立保育施設に対し、給食食材等の物価高騰相当
分として子ども１人につき年10,800円を補助する（基準日令和５
年４月１日）。公立いちのみや保育所は食材高騰部分について、
児童賄費として支援する。（支援は職員を除く）
このことにより、副食費の増額を抑えることが出来るため、物価
高騰等の影響をうける子育て世帯への経済的負担を軽減する。

保育施設等の副食費の値上げを抑制す
ることで、コロナ禍における給食食材
等の物価高騰の影響を受ける子育て世
帯への経済的負担軽減の一助となっ
た。

保育施設給食費等補助金給付事業に係る経費
保育施設給食費等助成金（私立分）　2,948,400円
児童賄費（公立分）　　　　　　　　　764,021円

3,712,421 3,466,000 0 246,421

4
電力・ガス・食料品等価格
高騰対策一宮町プレミアム
付商品券事業

産業観光課

コロナ禍における物価高騰対応事業として、プレミアム率30％の
商品券を発行・販売し、町内需要を喚起するとともに、エネル
ギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた地域住民の消費を
下支えする。

プレミアム率30％の商品券を発行した
ことにより、コロナ禍における物価高
騰の影響を受けた町内需要の喚起及び
消費の回復の一助となった。

プレミアム付き商品券の販売費及び事務経費
（13,000円分の商品券を10,000円で7,191冊販売）
プレミアム分（換金分）　　　　　　　　 　　21,183,500円（186,187枚）
商品券取扱業務委託料　　　　　　　　　　 　 4,932,372円
プレミアム付商品券購入申込書発送準備委託料　　635,250円
需用費（消耗品費、印刷製本費）　　　　　　　　119,774円
役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　538,248円
職員手当等（時間外勤務手当）　　　　　　　　 　64,940円

27,474,084 25,779,000 0 1,695,084

5
町立小中学校給食食材物価
高騰対策事業

教育課

コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰に直面する
子育て世帯等に対し、学校給食費の単価を上げることなく、「質
や量、栄養バランス」を保った学校給食を提供するため、高騰す
る食材費高騰部分について支援する。

コロナ禍における物価高騰の中でも学
校給食費の単価を上げずに「質や量、
栄養バランス」を保った学校給食を児
童に提供し、子育て世帯への経済的負
担軽減の一助となった。

町立小中学校給食食材物価高騰対策事業に係る経費
（町立小中学校３校に対し、給食食材高騰部分１食あたり50円を支援）
【期間：令和５年４月～令和６年３月】
負担金　50円/食×181,906食＝9,095,300円
【内訳】東浪見小学校　28,476食
　　　　一宮小学校　　91,910食
　　　　一宮中学校　　61,520食

9,095,300 9,046,000 0 49,300

6
第３子以降学校給食費無償
化事業

教育課
コロナ禍における物価高騰対応事業として、物価高騰に直面する
多子世帯の子育てに対する経済的負担の軽減のため、第3子以降の
児童生徒の学校給食費を無償化する。

第３子以降の児童生徒の学校給食費を
無償化にすることで、コロナ禍におけ
る物価高騰に直面する多子の子育て世
帯の経済的負担軽減の一助となった。

第３子以降学校給食費無償化事業に係る経費
（第３子以降の児童生徒の学校給食費を補助）
【期間：令和５年４月～令和６年３月】
（うち対象外経費2,562,000円は県補助金（総事業費の1/2））
負担金　270円/食×13,500食-11,814円（牛乳代）＝3,633,186円
　　　　300円/食×4,970食＝1,491,000円
【内訳】東浪見小学校　2,673食（対象者14人）
　　　　一宮小学校　　10,821食（対象者58人（内1名は牛乳代除く））
　　　　一宮中学校　　4,970食（対象者27人）

5,124,186 2,229,000 0 2,895,186

7
医療機関等物価高騰対策支
援事業

福祉健康課
コロナ禍における物価高騰対応事業として、原油価格や電気・ガ
ス料金を含む物価高騰の影響を受けている医療機関や薬局等の負
担を軽減し、安定的かつ継続的な事業運営を支援する。

支援金の交付により、コロナ禍におけ
る物価高騰の影響を受けている町内の
医療機関、薬局等の経済的負担を軽減
し、継続的な事業運営の一助となっ
た。

医療機関等事業所物価高騰対策支援事業に係る事務経費
支援金　2,000,000円
・診療所　　　100,000円×８事業所＝800,000円
・歯科診療所　100,000円×７事業所＝700,000円
・薬局　　　　100,000円×５事業所＝500,000円
事務費（通信運搬費）　1,563円

2,001,563 2,001,000 0 563

8
介護サービス事業所物価高
騰対策支援事業

福祉健康課

コロナ禍における物価高騰対応事業として、原油価格や電気・ガ
ス料金を含む物価高騰の影響を受けている介護サービス事業所の
負担を軽減し、質の高いサービスを安定的に提供できるよう支援
する。

支援金の交付により、コロナ禍におけ
る物価高騰の影響を受けている町内の
介護サービス事業者の経済的負担を軽
減し、継続的な介護サービス提供の一
助となった。

介護サービス事業所物価高騰対策支援事業に係る事務経費
支援金　3,300,000円
・入所系サービス事業所（定員50人以上）
　300,000円×２事業所＝600,000円
・入所系サービス事業所（定員50人未満）
　200,000円×７事業所＝1,400,000円
・通所系サービス事業所
　100,000円×５事業所＝500,000円
・訪問系サービス事業所
　100,000円×８事業所＝800,000円
事務費（通信運搬費）　1,942円

3,301,942 3,056,000 0 245,942

9
障害福祉サービス事業所等
物価高騰対策支援事業

福祉健康課

コロナ禍における物価高騰対応事業として、原油価格や電気・ガ
ス料金を含む物価高騰の影響を受けている障害福祉サービス事業
所等の負担を軽減し、質の高いサービスを安定的に提供できるよ
う支援する。

支援金の交付により、コロナ禍におけ
る物価高騰の影響を受けている町内の
障害福祉サービス事業者の経済的負担
を軽減し、継続的な障害福祉サービス
提供の一助となった。

障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援事業に係る事務経費
支援金　1,300,000円
・入所系サービス事業所（定員50人以上）
　300,000円×１事業所＝300,000円
・入所系サービス事業所（定員50人未満）
　200,000円×３事業所＝600,000円
・通所系サービス事業所
　100,000円×４事業所＝400,000円
事務費（通信運搬費）　1,413円

1,301,413 1,222,000 0 79,413
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